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議題１ 参考資料 

児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号） 抜粋 

 

 （認定） 

第６条 手当の支給要件に該当する者（以下「受給資格者」という。）は、手

当の支給を受けようとするときは、その受給資格及び手当の額について、

都道府県知事等の認定を受けなければならない。 

２ 前項の認定を受けた者が、手当の支給要件に該当しなくなつた後再びそ

の要件に該当するに至つた場合において、その該当するに至つた後の期間

に係る手当の支給を受けようとするときも、同項と同様とする。 

 

 （支給の制限） 

第９条 手当は、受給資格者（第４条第１項第１号ロ又はニに該当し、かつ、

母がない児童、同項第２号ロ又はニに該当し、かつ、父がない児童その他政

令で定める児童の養育者を除く。以下この項において同じ。）の前年の所得

が、その者の所得税法（昭和４０年法律第３３号）に規定する同一生計配偶

者及び扶養親族（以下「扶養親族等」という。）並びに当該受給資格者の扶

養親族等でない児童で当該受給資格者が前年の１２月３１日において生計

を維持したものの有無及び数に応じて、政令で定める額以上であるときは、

その年の１１月から翌年の１０月までは、政令の定めるところにより、そ

の全部又は一部を支給しない。 

２ 受給資格者が母である場合であつてその監護する児童が父から当該児童

の養育に必要な費用の支払を受けたとき、又は受給資格者が父である場合

であつてその監護し、かつ、これと生計を同じくする児童が母から当該児

童の養育に必要な費用の支払を受けたときは、政令で定めるところにより、

受給資格者が当該費用の支払を受けたものとみなして、前項の所得の額を

計算するものとする。 

 

第９条の２ 手当は、受給資格者（前条第１項に規定する養育者に限る。以下

この条において同じ。）の前年の所得が、その者の扶養親族等及び当該受給

資格者の扶養親族等でない児童で当該受給資格者が前年の１２月３１日に

おいて生計を維持したものの有無及び数に応じて、政令で定める額以上で

あるときは、その年の１１月から翌年の１０月までは、支給しない。 

 

第１０条 父又は母に対する手当は、その父若しくは母の配偶者の前年の所

得又はその父若しくは母の民法（明治２９年法律第８９号）第８７７条第

１項に定める扶養義務者でその父若しくは母と生計を同じくするものの前

年の所得が、その者の扶養親族等の有無及び数に応じて、政令で定める額

以上であるときは、その年の１１月から翌年の１０月までは、支給しない。 
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第１１条 養育者に対する手当は、その養育者の配偶者の前年の所得又はそ

の養育者の民法第８７７条第１項に定める扶養義務者でその養育者の生計

を維持するものの前年の所得が、その者の扶養親族等の有無及び数に応じ

て、前条に規定する政令で定める額以上であるときは、その年の１１月か

ら翌年の１０月までは、支給しない。 

 

第１３条の２ 手当は、母又は養育者に対する手当にあつては児童が第１号、

第２号又は第４号のいずれかに該当するとき、父に対する手当にあつては

児童が第１号、第３号又は第４号のいずれかに該当するときは、当該児童

については、政令で定めるところにより、その全部又は一部を支給しない。 

⑴ 父又は母の死亡について支給される公的年金給付を受けることができ

るとき。ただし、その全額につきその支給が停止されているときを除く。 

⑵ 父に支給される公的年金給付の額の加算の対象となつているとき。 

⑶ 母に支給される公的年金給付の額の加算の対象となつているとき。 

⑷ 父又は母の死亡について労働基準法（昭和２２年法律第４９号）の規定

による遺族補償その他政令で定める法令によるこれに相当する給付（以

下この条において「遺族補償等」という。）を受けることができる場合で

あつて、当該遺族補償等の給付事由が発生した日から６年を経過してい

ないとき。 

２ 手当は、受給資格者が次に掲げる場合のいずれかに該当するときは、政

令で定めるところにより、その全部又は一部を支給しない。 

⑴ 国民年金法等の一部を改正する法律（昭和６０年法律第３４号）附則第

３２条第１項の規定によりなお従前の例によるものとされた同法第１条

による改正前の国民年金法に基づく老齢福祉年金以外の公的年金給付を

受けることができるとき。ただし、その全額につきその支給が停止されて

いるときを除く。 

⑵ 遺族補償等（父又は母の死亡について支給されるものに限る。）を受け

ることができる場合であつて、当該遺族補償等の給付事由が発生した日

から６年を経過していないとき。 


